
【事務事業シート（政策的経費）】

1

2

見直し方向性 　

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

コロナにより遠方の外出を控える人が増えたこと、またコロナで中止になったこと等の影響で参加者が減少したと見られる。加え

て開催地（愛媛県）の交通の便があまりよくないことや元日の能登半島地震の影響もあったと考えられる。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

　令和2年度から延期となっていた全国大会を令和5年度は無事開催することができた。参加人数は目標に届かなかったが、障がいのある人のたのしみや交流に寄与することが

できた。コロナ禍により開催できていなかった年があることを考慮し令和5年度は開催についてさらに周知すべきだったと考える。後催県への引継ぎを確実に行うとともに、

適宜フォローをしていきたい。

千円

決算額 500 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 500 千円
最終現計予

算額

実績値 人

達成率 47.00 ％ 達成率 ％ 達成率

人

実績値 940 人 実績値 人 実績値 人

人 目標値 人 目標値

時点･期間

現状値 － 人

目標値 2000 人 目標値

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 － 時点･期間 Ｒ5年度 時点･期間 時点･期間

始期 R5

終期 R5

Ｋ  P  Ｉ

大会参加者数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 　

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

当初 事　項 全国手をつなぐ育成会連合会全国大会補助金 予算主管課 障がい福祉課

事　業

概　要
全国手をつなぐ育成会連合会全国大会を開催するための県補助金

決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

コロナは第５類に移行したが、障がいのある方が外出を控える傾向はすぐには元に戻らず、コロナ前の水準には戻らなかったた

め。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

全国各地からろうあ高齢者が一堂に会し、スポーツ活動を通じて体力及び技術向上を図りながら、ろうあ高齢者同士の交流を深め

ることができたほか、障がい者の社会参加の促進や県民の障がい者理解の向上に資することができた。

千円

決算額 500 千円 決算額 千円 決算額 千円

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

コ　ス　ト

最終現計予

算額 500 千円
最終現計予

算額

達成率 ％ 達成率 ％

人 実績値 人

達成率 69.50 ％ 達成率 ％

人

実績値 417 人 実績値 人 実績値

人 目標値 人 目標値

時点･期間

現状値 - 人

目標値 600 人 目標値

- 時点･期間 Ｒ5年度 時点･期間 時点･期間

R5

Ｋ  P  Ｉ

大会参加者数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間

当初 事　項 全国ろうあ高齢者大会補助金 予算主管課 障がい福祉課

事　業

概　要
第35回全国ろうあ高齢者大会を開催するための県補助金

始期 R5

終期

令和５年度　　事後評価シート



3

4

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

R2～R４の３年間コロナの影響で愛護大会の中止が続いたことにより大会自体の認知度が低くなっている上にR５

年度は感染防止対策として時間短縮・会場を変更して開催したため、参加者の集まりが低調であった。R6年度以

降は肢体不自由児が参加しやすい時間帯・会場を選定するなど、コロナ前の水準に戻す工夫を検討するよう主催団

体に促したい。なお、当該補助金は愛護大会における表彰に係る経費であり、愛護思想の普及のために大会を開催

するためには補助金額の維持が必要である。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

R５年度はコロナ明け３年ぶりの開催となったが、感染対策を講じた上で時間短縮・会場変更をして開催したため、コロナ前と比

べて参加者数が低調となった。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 200 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 200 千円
最終現計予

算額

実績値 人

達成率 53.00 ％ 達成率 ％ 達成率

人

実績値 53 人 実績値 人 実績値 人

人 目標値 110 人 目標値 115

時点･期間 R8年度

現状値 0 人

目標値 100 人 目標値 105

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R５年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R７年度

始期 S40

終期

Ｋ  P  Ｉ

愛護大会参加者数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度の目標達成率が想定よりも低調であったことに加え、会員の高齢化等の現状を踏まえると６年度も同様の状

況が見込まれるため、６年度は取り組みの周知の強化を行い、更なる成果の向上につなげる。

当初 事　項 肢体不自由児愛護大会補助金 予算主管課 障がい福祉課

事　業

概　要
第59回肢体不自由児愛護大会を開催するための県補助金

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

コロナ禍以降、活動制限を余儀なくされたことから新規の加入者数は減少傾向にある一方で、現在の会員の高齢化が進んでおり、

脱会する方が増加傾向にあることから目標達成に至らなかったと考える。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 183 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 200 千円
最終現計予

算額

実績値 人

達成率 99.80 ％ 達成率 ％ 達成率

人

実績値 988 人 実績値 人 実績値 人

人 目標値 1010 人 目標値 1020

時点･期間 R8年度

現状値 981 人

目標値 990 人 目標値 1000

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

始期 S43

終期

Ｋ  P  Ｉ

手をつなぐ育成会の正会員数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 手をつなぐ育成会補助金 予算主管課 障がい福祉課

事　業

概　要
県手をつなぐ育成会に対する運営経費を助成する。



5

6

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPIの実績はほぼ想定どおりの成果が出ており、６年度以降も現状のニーズを踏まえると、KPIは目標達

成すると考えられることから、６年度の執行方法や７年度予算の見直しは想定していない。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

※終期延長（R5→R6）　R6目標値89.9％専門家の個別訪問による相談支援等を実施したが、国内示額減の影響で予定より訪問数

が減少（50事業所→10事業所）し、取得率が伸び悩んだため、未達成となった。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 543 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 3,626 千円
最終現計予

算額

実績値 ％

達成率 99.55 ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 88 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 91.4 ％ 目標値 92.9

時点･期間 R8年度

現状値 86.9 ％

目標値 88.4 ％ 目標値 89.9

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4.9 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

始期 R1

終期 R5

Ｋ  P  Ｉ

福祉・介護職員処遇改善加算を取得している事業所の割合

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 改善

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

４年度から５年度にかけて、複数の支部組織の脱退等により会員数は減少しているが、継続することで障がい当事

者への効果が見込まれるため、引き続きホームページや機関誌、イベント等において事業活動等の周知を行うこと

で会員数増強を図りながら、７年度も事業を継続していく。

当初 事　項 障がい福祉職員処遇改善支援事業費 予算主管課 障がい福祉課

事　業

概　要

障害福祉サービス事業所に対し、福祉・介護職員処遇改善加算の取得に関する助言等を行うこ

とにより、障がい福祉職員の処遇改善を促進する。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

コロナ禍の活動制限やイベント中止により加入者が減少傾向であったと考えられる。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 600 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 600 千円
最終現計予

算額

実績値 人

達成率 63.36 ％ 達成率 ％ 達成率

人

実績値 10518 人 実績値 人 実績値 人

人 目標値 16600 人 目標値 16600

時点･期間 R8.4

現状値 16504 人

目標値 16600 人 目標値 16600

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4.4 時点･期間 R5.4 時点･期間 R6.4 時点･期間 R7.4

始期 S27

終期

Ｋ  P  Ｉ

団体会員数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 身体障がい者団体助成費 予算主管課 障がい福祉課

事　業

概　要
県内の身体障がい者団体に対する運営経費を助成する。



7

8

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPIの実績はほぼ想定どおりの成果が出ており、６年度以降も開催方法の工夫により、KPIは目標達成す

ると考えられることから、６年度の執行方法や７年度予算の見直しは想定していない。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

本研修は２日間にわたって行われており、R5年度はコロナ禍以降初めての対面研修であったこともあり、受講者の募集、周知の方

法に課題があったが、受講人数についてはおおむね目標値を達成できた。（参考：R4は両日ともオンライン開催）

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 4,534 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 5,072 千円
最終現計予

算額

実績値 人

達成率 99.20 ％ 達成率 ％ 達成率

人

実績値 248 人 実績値 人 実績値 人

人 目標値 270 人 目標値 280

時点･期間 Ｒ8年度

現状値 247 人

目標値 250 人 目標値 260

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 Ｒ３年度 時点･期間 Ｒ5年度 時点･期間 Ｒ6年度 時点･期間 Ｒ7年度

始期 H22

終期

Ｋ  P  Ｉ

障がい者虐待防止研修の受講者数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

令和６年度から事業を開始するため、KPIは目標達成すると考えられることから、６年度の執行方法や７年度予算

の見直しは想定していない。

当初 事　項 障がい者権利擁護対策支援事業費 予算主管課 障がい福祉課

事　業

概　要

障がい者差別の解決を図る委員会を設置するとともに、専門相談や通報対応等を行う障がい者

権利擁護センターを運営するなど、障がい者差別の解消と虐待防止対策を推進する。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

令和６年度から事業を開始するため。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 17,464 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額
170,318 千円

最終現計予

算額

実績値 ％

達成率 - ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 0 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 ％ 目標値

時点･期間

現状値 - ％

目標値 ％ 目標値 100

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 - 時点･期間 時点･期間 R6年度 時点･期間

始期 R5

終期

Ｋ  P  Ｉ

対象事業所のうち処遇改善を実施した事業所の割合

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

2月

補正

事　項 障がい福祉職員等処遇改善事業費 予算主管課 障がい福祉課

事　業

概　要

　民間部門における春闘に向けた賃上げの議論に先んじて、障害福祉職員を対象に、賃上げ効果が継続される取

組を行うことを前提として、福祉・介護職員等ベースアップ等支援加算に上乗せする形で、収入を２％程度（月

額6,000円相当）引き上げるための措置を令和６年２月から前倒しで実施する。


